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【主要最重点要望】３．大震災等への対応／４．エネルギー政策の推進





エ ネ ル ギ ー 政 策 の 推 進





災害廃棄物の広域処理の推進





【参考資料③】





















































■福島第一原発の事故以降、原発依存度の高い関西では電力需給が特にひっ迫


■大阪の成長戦略を実現し、持続可能な成長を支えるためには、中長期的には原発依存度の低下を図り、再生エネルギーの普及拡大をはじめとするエネルギー源の多様化等による「新たなエネルギー社会」の構築が不可欠！


電力供給体制の構築が必要！





■膨大な災害廃棄物の処理が被災地の早期の復旧・復興に不可欠


　　　岩手県内の災害廃棄物：約525万t


　　　　⇒　広域処理対象　　 ：約119万t





府の取組み





■府として国に対し、広域処理を可能とする条件整備を提言（H23.4）


■専門家会議を設置し、府独自に「災害廃棄物処理に関する指針」を策定（H23.12）


■府・大阪市連携のもと、最終処分の安全性を確認した上で受入れを実施


■引き続き、府として広域処理への協力を市町村に要請中





■2012年今夏の電力需給ギャップ





　　　　2010年の猛暑を想定した場合


　　　　原子力の再稼働がない場合
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　　　　　　　出所：需給検証委員会報告書（概要）を�もとに作成
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出所：関西電力（株）ＨＰをもとに作成





■関西の原子力依存度





国への要望内容





◆住民や関係者の理解を得るために必要不可欠な、放射性物質にかかる測定や焼却施設の補修などに要する費用は、全額、国庫負担を


◆広域処理の必要性や安全性について、国において、正しい情報発信を


◆広域処理にあたっての風評被害対策は、国が徹底した対応を





都市災害への抜本的な対策（南海トラフ巨大地震）





















































府の取組み





◆地域に責任を持つ広域自治体として、省エネ型ライフスタイルへの転換、再生可能エネルギー等の普及拡大などの観点から、新たなエネルギー社会づくりに向けた取組みを積極的に実施


◆また、府市エネルギー戦略会議や関西広域連合を通じて、大阪、関西における中長期的なエネルギー戦略を取りまとめ予定（国や電力会社へ提案、自治体の取組みなど）





国








　　　　　　「南海トラフの巨大地震モデル検討会」が検証した津波シミュレーション、


　　　　　　被害想定の結果に基づき、


　　　　　　　○対策大綱の策定


　　　　　　　○各対策の実施方法の明確化、法制度の改正、財政措置


　　　　　　　　　　　　　　（大都市圏特有の実態も踏まえて）








ただ、自治体の取組はあくまで限定的


電力行政の主体である国の政策方針と取組みが極めて重要！





自治体等





国への要望内容





防災対策の着実な推進


　　　　　　　　　　◆高層ビルの長周期地震動対策　　　◆防潮堤等の整備


　　　　　　　　　　◆コンビナート対策　　　　　　　　　　　　◆液状化対策


　　　　　　　　　　◆避難対策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等








◆新たなエネルギー社会構築のための基本方針の早期策定


◆基本方針に基づく、再生可能エネルギー導入への積極的な取組みなどの施策の推進


◆原子力発電に関する安全行政の抜本強化








